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16.	 合意された手続業務に関する実務指針	（専門業務実務指針4400） 	  2200

17.	「流動化目的」の債権の適正評価について	（日本公認会計士協会） 	  2214

18.	 金融検査に関する基本指針	（平成17年金検第369号） 	  2219

19.	 金融仲介機能のベンチマーク 	  2227

20.	 意見申出制度について	（平成17年金検第374号） 	  2230

21.	 金融商品取引業者の市場リスク相当額、取引先リスク相当額及び基礎的リスク相当額の	
算出の基準等を定める件	（平成19年金融庁告示第59号） 	  2232

22.	 金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（抄） 	  2259

23.	 金融商品取引業者等検査マニュアル（抄） 	  2261

24.	 信託検査マニュアル（金融検査マニュアル別編［信託業務編］）（抄） 	  2268

25.	 経営者保証に関するガイドライン	（経営者保証に関するガイドライン研究会） 	  2284

26.	「経営者保証に関するガイドライン」Ｑ&Ａ	（全国社会福祉法人経営者協議会） 	  2291
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27.	「経営者保証に関するガイドライン」に基づく保証債務の整理に係る課税関係の整理	
	（全国社会福祉法人経営者協議会） 	  2309

　上記の他、金融庁、証券取引等監視委員会のホームページに掲載されている主なものを以下に抜粋掲載してお
ります（一部上記と重複）。このうち、特に利用頻度が高いと思われるものを本書に掲載しております。

１．金融庁関係

〈検査マニュアル関係〉 本書への掲載
預金等受入金融機関に係る検査マニュアル 一部掲載

金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（FAQ） 一部掲載
金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（FAQ）別編《ABL編》 全文掲載
金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕 全文掲載
信託検査マニュアル（金融検査マニュアル別編［信託業務編］） 一部掲載
システム統合リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト

預金等受入金融機関に係る検査評定制度
金融検査評定制度に関するQ&A
金融検査評定制度に関するQ&A
〈金融円滑化編に係る検査評定の試行に当たっての追加分〉

保険会社に係る検査マニュアル 一部掲載
保険会社に係る検査評定制度
金融持株会社に係る検査マニュアル
平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアルの特例措置及び運
用の明確化について

「平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアル・監督指針
の特例措置及び運用の明確化について」に関するよくあるご質問（FAQ）

〈監督指針〉 本書への掲載
主要行等向けの総合的な監督指針 一部掲載
中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針
保険会社向けの総合的な監督指針
金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 一部掲載
信託会社等に関する総合的な監督指針
金融コングロマリット監督指針

〈Ｑ＆Ａ〉 本書への掲載
貸出条件緩和債権関係Ｑ＆Ａ 全文掲載

２．証券取引等監視委員会関係

本書への掲載
金融商品取引業者等検査マニュアル 一部掲載


